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資料２

第１回専門家会議及び第２回専門家会議の議事概要

平成１７年度第１回自然再生専門家会議議事概要＜未定稿＞

＜日 時＞ 平成１７年６月１０日（金）１５：００～１７：００

＜場 所＞ 経済産業省別館 １０２８会議室

＜出席者＞ 委 員 池谷 奉文 財団法人日本生態系協会会長

大和田紘一 熊本県立大学環境共生学部教授

進士 五十八 東京農業大学長

鈴木 和夫 日本大学生物資源科学部教授

辻井 達一 財団法人北海道環境財団理事長 （委員長）

辻本 哲郎 名古屋大学大学院工学研究科教授

吉田 正人 江戸川大学社会学部環境デザイン学科助教授

主務省庁 （環境省、農林水産省、国土交通省）から関係課室長他が出席

＜議 事＞ 会議は公開で行われた （傍聴者約１０名）。

議題１ 「自然再生事業の推進に向けた取組状況について」

事務局より、自然再生協議会の設置状況と概要について説明があり、あわせて、農林

水産省、国土交通省、環境省より代表的な自然再生協議会の取組事例（神於山、荒川太

郎右衛門、釧路湿原、上サロベツ）について紹介がなされた。

委員からの主な発言は、以下のとおり。

○ 国土全体について

・これまでの縦割り行政の枠を打ち破った国土のグランドデザインが必要。

・自然再生はやりやすいところをやるのもいいが、国土全体の自然環境計画の大枠と

いうものが必要。

○ 対象地域の考え方について

・自然再生事業を行う地域に隣接して存在し、自然再生対象地域に影響を与えるおそ

れのある既存の公共事業については、合わせて検討を進めていくことが重要。

・生態系として機能させるためには、1000haを超えるくらい広範囲で自然再生を行う

べき。

・流域全体での河川と農地の役割分担を考える場合、農地にも河川機能があり、農地

として使いつつ河川の役割も果たすという考え方もある点に留意が必要。

・食糧問題や水資源問題を意識しつつ、将来のシナリオを描きながら休耕地等の自然

再生を考えていく必要。

・集水域等、上流域だけでなく海も含めた下流の生態系も考慮すべき。
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・その地域らしい自然風景の再現という視点も重要。

○ 時間軸について

・常に人為的働きかけが必要ということにならないよう、自然のサイクルを踏まえて

の持続可能性も考えた上で、長期・短期の目標設定を行うべき。

○ 全体的な進め方について

・自然再生が始まったばかりの現時点では、良い流れを止めないよう、専門家は矛盾

について批判するよりも、良い点を見つけるようにした方がよい。試行錯誤しても

らうことが重要。

議題２ 専門家会議開催の考え方について

事務局より助言にあたっての手続き、専門家会議の開催頻度及び時期について説明を

行った。

委員からの主な発言は、以下のとおり。

・実施計画については専門家会議の前にまとめてではなく、実施者から送付があった

時点で、主務大臣としての助言の予定とともに、委員に時間的余裕をもって事前送

付願いたい。

・専門家会議で実施計画の適否を議論するには、国土全体の自然環境のあり方、枠組

みについてのマスタープランが必要ではないか。

・実際に自然再生プロジェクトをやっているリーダーが集まって経験交流しながら思

想的、技術的なものを学び合える機会を作ることが大事。

・各協議会には専門家が参加しているので、この専門家会議において同じ議論を繰り

返す必要はないが、視点の漏れ等がないかについて確認することはあるかもしれな

い。

・専門家会議は、審査の場というよりも、さまざまな自然再生事業があることを認識

した上で、総じて何を目指していくのかの議論ができる場にしたい。

・法律制定の経緯をふまえると、専門家会議は最後のチェック機関であり、不適切な

計画はチェックしなければならない。

議題３ 樫原湿原地区自然再生事業実施計画について

事務局より実施計画の概要並びに自然再生推進法及び基本方針に照らし助言は不要と

の考えについて説明。最初の実施計画であることも踏まえ、第２回専門家会議（６月２

０日）で追加の意見聴取を行うこととなった。

委員からの主な発言は、以下のとおり。

・希少種である植物の除去に当たっては、一般の人の誤解を招かないよう解説板を設

置したり、説明を行ったりするなどの注意が必要。

・県全体でどうしてこの湿原が大事なのか説明できるようにしてほしい。
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平成１７年度第２回自然再生専門家会議議事概要＜未定稿＞

＜日 時＞ 平成１７年６月２０日（月）１３：３０～１５：３０

＜場 所＞ 経済産業省別館 １０２８会議室

＜出席者＞ 委 員 池谷 奉文 財団法人日本生態系協会会長

小野 勇一 北九州市立自然史博物館館長

鈴木 和夫 日本大学生物資源科学部教授

辻井 達一 財団法人北海道環境財団理事長 （委員長）

広田 純一 岩手大学農学部農林環境科学科教授

鷲谷いづみ 東京大学大学院農学生命科学研究科教授

主務省庁 （環境省、農林水産省、国土交通省、文部科学省）から関係課室

長他が出席

＜議 事＞ 会議は公開で行われた （傍聴者約１０名）。

議題１ 「自然再生事業の推進について」

事務局より、第1回自然再生専門家会議での主な意見について説明を行った。これにつ

いて委員からの特段の追加意見は無かった。

議題２ 樫原湿原地区自然再生事業実施計画について

第1回自然再生専門家会議にひきつづき樫原湿原地区自然再生事業実施計画に対する意

見を求めた。

委員からの主な発言は、以下のとおり。

・実施計画に基づき行う事業の科学的な根拠及びその結果に関する予測について計画

書の中で読み取れるようにするべき。

・どういうものを再生するのかという目標値を明確にしておくべき。

・モニタリングと同時に、達成度等の自己評価が必要ではないか。

・事業の進行管理、連絡調整を行う主体はどこか。

→（事務局）佐賀県環境課が事務局として進行管理を行っている。事業完了後も協

議会メンバーらによる管理団体に維持管理を行ってもらう計画となっている。

・責任を伴った事業主体を明確にしておくべき。

・保全上重要な生物の地域系統の局所的絶滅や侵入生物の蔓延を招くと回復が困難な

ので、順応的な取組とはいえ、この2点は起こさないということを前提とした試行錯

誤であるべき。

最後に事務局から本実施計画に対して自然再生推進法に基づく助言は要しないことを

説明し、前回及び今回の議事概要及び議事録を公表することで、専門家会議での意見を

実施者や関係協議会に伝えることとなった。
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議題３ 神於山地区自然再生事業実施計画について

事務局より実施計画の概要並びに自然再生推進法及び基本方針に照らし助言は不要と

の考えについて説明。

委員からの主な発言は、以下のとおり。

・里山においてはため池が重要な要素。樹林と水辺のつながりを意識しているか。ま

た、かつて健全な里山の生態系が存在していたときの人との関わりについて、この

計画でどのように認識するのか。

→（事務局）ため池である藤尾池は神於山保全くらぶの活動の拠点として位置づけ

ている。竹林を整備することで水位が回復した経緯がある。また、当地はかつては

アカマツ林であり、柴の採取地などとして地域とのかかわりがあった。今後、地域

住民がどう関わっていくかは、協議会の検討課題としている。

・里山再生ということであるが、どのように生物多様性を取り戻そうとしているのか

よくわからない。

→（事務局）人が関わることによって猛禽類の餌となる動物を含む多様な生物が生

息できる状態を取り戻したい。

・全体構想にある三つの再生理念をまとめ、大きな戦略を整理した方がよい。その上

で、戦術としてタケを駆逐することは、同様の問題をかかえる自治体にとって参考

になる。

・ある程度明るい整備された林は猛禽類の狩り場となり、生物の保全上有意義である

ことを記載しておくべき。

・竹林対策はいくつかの戦略をもって弾力的に対応すべき。長期的には竹林の自然枯

死もあるので考慮すべき。

・保全クラブと町会、地主との関わりは？

→（事務局）構成員の多くは岸和田市民。クラブの活動は市有地内だが、社寺林、

共有林などは地域や氏子により管理されている。

・企業の参画の形態として寄付だけでなく、活動メンバーとしての参加を期待できな

いか。農業との関係の記述が少ない。水源地としての先人の思いを伝える活動が大

切。

→（事務局）河口から山頂まで歩くハイキングなど水源を訪ねる活動も実施してい

る。

・竹林管理により池に水が戻ったことは生物にとってかなり重要。意識的に管理する

ことが生物多様性にとっても良いことであるというアピールになる。環境学習でも

利用されたい。

・周辺の土地利用の資料（所有者、利用状況）がほしい。また、財政上の分担、誰が

いくら出してどんな活動をやっているかを明確にすべき。

・全体構想における超長期的目標イメージ図は、山の下半分を常緑樹林とするかのよ

うな誤解を招くのではないか。

本実施計画に対して自然再生推進法に基づく助言は要しないこと、また、議事概要及

び議事録を公表することで、専門家会議での意見を実施者や関係協議会に伝えることと

なった。
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その他

その他として、委員から各省庁の自然再生事業に対する考え方を伺いたいとの質問が

あった。各省からの出席者の主な発言は以下のとおり。

（林野庁）関連省庁と協力し合って推進すべきと考えており、協議会設立の際は積極的

に対応してきている。

（環境省）直轄や交付金で各地の取組を支援しており、関係省庁と連携した事業もいく

つかある。全国の協議会参加者が集うワークショップの開催等ソフト面での支援も考

えている。

（国土交通省河川局）河川法では河川区域内の環境を整備することも目的。農林サイド

と協力して進めている事業もある。

（国土交通省都市局）昨年末、景観緑三法で制度を充実した。都市公園においても自然

再生的な取組は以前から取り組んでいる。新しく作る国土交通省の緑の政策大綱の中

で、自然再生を大きな柱としたい。道路、河川部局と連携し、都市での自然再生を進

めたい。

（農林水産省農村振興局）土地改良法では環境に配慮することが前提。里山の保全等の

計画に対し交付金で支援している。

（農林水産省大臣官房）

環境に配慮した農林水産業を支援。協議会設立の際は積極的に参加してきている。

これらを受け、委員からは以下のような発言があった。

・壁を越えた再生への取組が必要。日本の国土をどうするのかを論じるべき。環境省

の旗振りに期待。

。 。・個別の事例の積み上げが重要 個々の事例では担当者が重要な役割を果たしている

各省庁においては現場の各担当が良い方向に進めるようチェックしてほしい。現場

に良い人材を送ってほしい。


